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　（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率）

％ ％ ％ ％

19年 3月期 4.0 17.9 8.9 21.1
18年 3月期 1.5 △6.1 △5.0 6.7

円　 銭 円　 銭 ％ ％ ％

19年 3月期 31.18 28.16
18年 3月期 24.99 24.57

19年3月期

％ 円　　銭

19年 3月期 50.8 604.30
18年 3月期 51.3 584.79

（参考）自己資本 19年 3月期 18年 3月期

　（３）連結キャッシュ・フローの状況

19年 3月期 15,889
18年 3月期

2． 配当の状況

（基準日）
円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

18年 3月期
19年 3月期
20年3月期
（予想）

3．　平成20年 3月期の連結業績予想　　（平成19年 4月 1日～平成20年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円　銭

中間期 48,500 8.3 2,100 12.3 2,200 7.8 1,300 △2.6 14.35
通期 97,000 6.4 4,100 9.8 4,300 10.3 2,600 △8.0 28.70

2,825
2,333

売上高
営業利益率

18年 3月期

4.1
3.6

自己資本
当期純利益率

5.2

242百万円

－百万円

年間

7.00

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

１株当たり配当金

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

54,740百万円

百万円

4.00

中間期末

3.50

期末
円　銭

3.50
3.50

4.00

4.50

総資産
経常利益率

4.7
3.6
3.7

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり

当期純利益

91,147 3,735 3,899
87,641 3,170 3,581

平成１9年　3月期　決算短信

百万円 百万円 百万円

売上高 営業利益 経常利益

１． 19年 3月期の連結業績　（平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

当期純利益
百万円

（注）金額は百万円未満切捨

平成19年 5月11日

　丸全昭和運輸株式会社
（URL　http://www.maruzenshowa.co.jp/）

定時株主総会開催予定日 配当支払開始予定日 平成19年 6月29日

　（２）連結財政状態

（参考）1.持分法投資損益 　　13百万円

1株当たり純資産

103,390

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円

107,769 54,899
52,991

百万円 百万円 百万円

5,403 221             △1,417
5,005 △5,081 5,314 11,249

配当金総額
（年間）

646
738

1株当たり
当期純利益

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

8.00

8.00

純資産配当率
（連結）

1.3
1.3

28.0
25.8

27.9

配当性向
（連結）
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4．　その他
　（1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 有
　　　①連結

新規 6社 ・　・　・ 丸全流通サービス（株） 丸全茨城流通（株）
丸全九州運輸（株） 丸全港運（株）
武州運輸倉庫（株） スリーエル（株）

除外 －社

　　　②持分法
新規 －社
除外 １社 ・　・　・ ダンザス丸全（株）

　　　（注）詳細は、8ページ「企業集団の状況」をご覧ください。

　（2）連結財務諸表に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要
　　な事項の変更に記載されるもの）
　　①　会計基準等の改正に伴う変更 有
　　②　①以外の変更 無
　　　（注）詳細は、17ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

　（3）発行済株式数（普通株式）
　　①期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年3月期　　　98,221,706 株 18年3月期　　　98,221,706 株
　　②期末自己株式数 19年3月期　 　　 7,636,772 株 18年3月期　 　　 7,604,511 株
　　　（注）　1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、28ページ「1株当たり情報」
　　　　　　　をご覧ください。

（参考）個別業績の概要
1.　平成19年3月期の個別業績（平成18年4月1日～平成19年3月31日）
　（1）個別経営成績

％ ％ ％ ％

19年 3月期 4.7 6.2 3.8 23.1
18年 3月期 1.3 △6.0 △5.7 2.5

円　 銭 円　 銭

19年 3月期 29.59 26.77
18年 3月期 23.29 22.63

　（2）個別財政状態

19年 3月期
18年 3月期

（参考） 自己資本 19年3月期 18年3月期

2.　平成20年3月期の個別業績予想（平成19年4月1日～平成20年3月31日）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

中間期 39,500 6.5 1,750 9.0 1,900 6.8 1,200 15.4 12.99
通期 79,000 4.3 3,550 9.6 3,800 9.8 2,400 △12.2 25.98

＊　上記の予想は本資料の発表日現在の将来に関する前提や見通し、計画に基づくものであり、
　　 実際の業績は異なる結果となる可能性があります。
     なお、業績予想に関する事項については、添付資料４ページを参照してください。

（％表示は対前期増減率）

百万円 百万円 百万円

売上高 営業利益 経常利益

75,711 3,239 3,460
72,340 3,051 3,334

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％ 円　　銭

97,393 51,554 52.9 558.17
94,676 50,279 53.1 544.17

51,554百万円 －百万円

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

円　　銭

当期純利益
百万円

2,733
2,220

1株当たり
当期純利益

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前期中間期増減率）

1株当たり純資産
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1．経営成績 

（１） 経営成績に関する分析 

 

① 当期の概況 
当期におけるわが国経済は、公共投資の減少基調が依然として続いているものの輸出入の増加、

高水準の企業収益、設備投資の増加に加え、雇用環境の改善に伴って個人消費も堅調に推移し、景

気は緩やかながらも拡大を続けてまいりました。 
 一方、物流業界におきましては、消費関連貨物は緩やかな増加は継続したものの生産関連貨物は

家電製品や機械類の伸び率が縮小し、微増に止まりました。また、建設関連貨物は工場やマンショ

ンの建設需要は堅調でしたが、公共投資の大幅な落ち込みにより減少となり、その結果、貨物量全

体としては減少傾向が続きました。さらに、原油価格の高騰も多少の落ち着きは取り戻したものの

高止まりの状態が継続したため、トラックの燃料費コストもほとんど改善されず、非常に厳しい状

況が続きました。 
このような環境のなかで、当社グループは「第一次中期経営計画」「第二次中期経営計画」に引き

続き、平成１８年度を初年度とする３ヶ年にわたる「第三次中期経営計画」を策定し昨年４月から

実行に移しております。本計画は、「ＭＬＰ－１０００計画」と銘打ち、これまでの中期経営計画

で培った競争に打ち勝てる強靭な企業体質に加え、物流の一括元請業務である３PL（サードパーテ

ィーロジスティクス）事業に対応した新情報システム（当社グループでは、MLP システムと呼称）

をツールとして、平成２１年３月期に連結売上１，０００億円超を達成することを目標としており

ます。当社グループは、この目標の必達をめざし、当事業年度におきましては、営業力と現場力を

強化し、既存業務の深耕とともに３ＰＬ事業の拡販により、売上の拡大をはかり業績の向上に努め

てまいりました。 
また、当期の主要な設備投資としては、倉庫および諸施設の新設や既存施設の改善・増強ならび

に輸送力拡大・環境対応のための車両・機械への投資や３ＰＬ業務対応のための高度情報システム

構築などへの投資を行いました。そのうち、当期中には大型設備の完成はありませんでしたが、中

部地区における新倉庫建設（継続中）にともなう投資等がありました。 
 
セグメント別の営業状況につきましては、次の通りであります。 

＜物流事業＞ 
貨物自動車運送事業については、京浜地区では鉄鋼関係の取扱い、関西地区では建材の取扱い、

鹿島地区では食品関係の取扱いがそれぞれ増加しました。また、成田地区において空港間の輸送業

務を新規に受注したことや新規連結会社の影響もあり、全体として増収となりました。 
港湾運送事業については、京浜地区では青果物の取扱いの減少がありましたがアパレル関連の輸

入拡大や鉄鋼原料の取扱いが増加しました。また、中部地区でも鋼材の輸出業務の新規受注があり、

全体としては増収となりました。 
倉庫業については、千葉地区でのＩＴ関連の取扱い減少や鹿島地区での肥料の取扱いの減少があ

りましたが、京浜地区での建設機械部品の取扱い増加や油脂関連の新規業務の受注があり、関西地

区では塗料関連の取扱いが増加したことなどにより、全体として増収となりました。 
鉄道利用運送事業については、京浜地区での工業塩の取扱いの終了による減収もありましたが、

政府米の取扱いの増加により、全体としては増収となりました。 
その他の物流付帯事業については、航空収入では機械部品輸出の船便へのシフトによる減少があ

り、荷捌収入ではフィルム関連の取扱いの減少がありましたが、梱包収入では建設資材の輸出業務

の受注があり、外航船収入ではプラントの大型プロジェクト案件の受注による増収などにより、全

体としては増収となりました。 
その結果、売上高は前年同期比 3.7%増収の 71,888 百万円、営業利益は前年同期比 23.8%増益の

2,043 百万円となりました。 



 

丸全昭和運輸株式会社（9068）平成 19 年 3 月期決算短信 

 4

 
＜構内作業及び機械荷役事業＞ 

機械荷役事業については、大型案件の終了や受注減により減収となりました。 
構内作業については、京浜地区での得意先の一部業務の撤退もありましたが、中部地区での鉄

鋼関連の取扱い増加や関西地区での日用雑貨品の新規業務の受注、鹿島地区での石油化学製品の

業務取扱いの増加により、全体としては増収となりました。 
この結果、売上高は前年同期比 3.6%増収の 15,852 百万円となり、営業利益は前年同期比 14.5％

増益の 1,101 百万円となりました。 
 
＜その他事業＞ 

建設業については、鉄鋼関連の工場移転もありましたが、大型案件が終了したことと新規の受

注も減少したことにより減収となりました。地代収入については、新規の賃貸借契約により増収

となりました。その他の事業全体としては、増収となりました。 
その結果、売上高は前年同期 13.8％増収の 3,406 百万円、営業利益は前年同期比 6.1%増益の 591

百万円となりました。 

 

この結果、当連結会計年度の売上高は 91,147 百万円と前年同期比 4.0％の増収、営業利益は

3,735 百万円と前年同期比 17.9％の増益、経常利益は 3,899 百万円と前年同期比 8.9％の増益、当

期純利益は 2,825 百万円と前年同期比 21.1％の増益となりました。なお、当期純利益が大幅な増

益となりましたのは、当社の関連会社でありますダンザス丸全株式会社の保有全株式を譲渡した

ことにより 1,739 百万円の売却益が発生したためであります。 
      

② 次期の見通し 

当社グループを取り巻く今後の経済環境は、高水準の企業収益や個人消費の底堅さを背景に、

景気は緩やかな拡大を続けるものと思われますが、米国をはじめとする海外景気の減速により外

需の伸び悩みが予想されるほか、原油価格の高止まりなど経済環境に負の影響を及ぼす懸念材料

も散見されます。 
このような状況の下、当社グループといたしましては「第三次中期経営計画」の必達にむけ、

本計画２年目となります平成１９年度を成長拡大への決意の年と位置づけ、全社員の強い意欲と

エネルギーを結集して、経営方針の４つの柱であります「売上の拡大」「人財
．．

の育成」「企業基盤

の強化」「ＣＳＲ（企業の社会的責任）の推進」に全力で取り組んでまいります。 
さらに、当社グループでは、「第三次中期経営計画」の必達にむけ、3PL 事業を核として、当社

グループの目指す姿であります「ロジスティクス・パートナー」を更に進化発展させ、今まで以

上に独自性のある提案力でお客様の商流にまで入り込んだ物流においてベストパートナーとなり、

付加価値の高いサービスを提供できる総合物流企業群としての地位を確立し、一層の業績向上と

継続的な株主価値の向上に努めてまいります。 
次期の業績見通しにつきましては、連結売上高 97,000 百万円、連結営業利益 4,100 百万円、連

結経常利益 4,300 百万円、連結当期純利益は 2,600 百万円を見込んでおります。 

 

（２）財政状態に関する分析 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、借入金返済や固定資

産の取得による支出等がありましたが、税金調整前当期純利益 5,313 百万円（前年同期比 1,576

百万円増）の計上及び新規連結会社の増加により、当連結会計年度末には 15,889 百万円（前年同

期比 4,639 百万円増）となりました。 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 
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（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は 5,403 百万円（前年同期比 398 百万円増）となりました。これ

は、売上債権が増加したものの、仕入債務の増加額 1,146 百万円に加え、税金等調整前当期純利

益 5,313 百万円及び消費税等の支払額の減少によるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は 221 百万円（前年同期比 5,302 百万円増）となりました。 

これは、有形固定資産の取得による支出 2,929 百万円及びその他投資による支出 861 百万円があ

りましたが、投資有価証券の売却収入 2,622 百万円と貸付金の返済による収入 1,500 百万円を 

反映したものです。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は△1,417 百万円（前年同期比 6,731 百万円減）となりました。  

これは、借入金の返済額 757 百万円及び配当金の支払額 646 百万円を反映したものです。 

 

 

（参考）キャッシュ･フロー指標のトレンド 
 平成 17年 3月期 平成17年 9月期 平成18年 3月期 平成 18年 9月期 平成19年 3月期

自己資本比率（％） 53.0 53.9 51.3 51.3 50.8

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率（％） 39.5 38.6 38.7 35.8 35.7

キャッシュフロー対有利子 

負債比率 
4.8 5.8 4.4 4.4 4.0

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾞﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ（倍） 15.6 13.1 18.1 16.6 16.0

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率 : 株式時価総額／総資産 

   キャッシュフロー対有利子負債比率 : 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ : 営業キャッシュ・フロー／利払い 

①各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

②株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出して

おります。 

③営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、

利子を支払っているすべての負債を対象としております。また、利払いについては、連結

キャッシュ･フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
    当社の利益配分につきましては、株主の皆様に対する利益の還元が経営の重要政策の一つ

であると認識しており、会社の業績と配当性向、株主資本利益率などを総合的に勘案し、長

期的に安定した配当を継続することを基本方針としております。 
    また、内部留保資金につきましては、倉庫や諸施設の新設、輸送力拡充や環境対応のため

の車両・機械の購入、さらには高度情報化社会に対応するための情報システムの整備などへ

の投資を重視し、経営基盤のより一層の強化をはかり長期にわたって安定した業績を維持で

きる企業をめざしてまいります。 
    この方針に基づき、第 105 期の配当は、業績と配当性向に鑑み昨年の配当額、1 株当たり

年７円に対し１円を上乗せし１株当たり年８円（中間配当金３円 50 銭、期末配当金４円 50
銭）を予定しております。 

    なお、次期の配当につきましては、１株につき年間８円（中間配当金４円、期末配当金４

円）を予定しております。 
 
 

（４）事業等のリスク 
 

当社グループの経営成績、株価及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下

のようなものがあります。 
 

①価格競争 
当社グループが事業を展開している物流業界における価格競争は、生産拠点の海外への移

転などによる貨物量の減少や、荷主企業による物流業務の集約に伴う競争の激化の影響によ

り収受料金の低下が続き、たいへん厳しいものとなっております。 
当社グループでは、物流の一括元請業務である３ＰＬ(サードパーティロジスティクス)事業

に対応した新情報システムを構築し、高品質で高付加価値の物流サービスを提供することに

より、物流業界での勝ち組をめざしておりますが、将来においても有利に競争できるという

保証はありません。将来的に価格面とサービス面で同業他社と競争できなくなった場合に予

想される顧客離れは、当社グループの業績と財政状況に影響を及ぼす可能性があります。 
 

②原油価格の高騰 
当社グループが行っている事業の内、トラック運送に係る事業は主要事業のひとつであり

ますが、トラックの燃料である軽油やタイヤの原材料であるナフサは、原油価格が高騰する

とそれぞれの価格に転嫁される可能性が非常に高いものであります。軽油やタイヤの価格が

高騰すると当社グループのコストも上昇するため、トラック運賃への転嫁が進展しない場合、

原油価格の高騰は、当社グループの業績と財政状況に影響を及ぼす可能性があります。 
 

③事故による影響 
当社グループは、安全衛生活動や品質管理活動等を通じ、「安全に対する“見える化”運動

の推進」を行い、貨物事故、車両事故、労災事故、および金融事故の撲滅をめざしておりま

すが、これらの活動により、あらゆる事故がなくなり、また、将来にわたり事故が発生しな

くなるという保証はありません。これらの予想される事故に対しては、各種の保険に加入し

ておりますが、全ての事故について最終的に負担する賠償額を全額カバーできるという保証

はありません。多額な損害賠償を伴う事故は、保険の適用範囲でも保険料のアップによりコ

ストが増加し、また、保険の適用範囲を越えた賠償額については特別損失が発生します。さ

らに顧客の信頼を失墜し、それにより売上げが低下することも予想されます。これらの事故

の発生は、当社グループの業績と財政状況に影響を及ぼす可能性があります。 
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④環境規制の強化による影響 

当社グループが行っている事業の内、トラック運送に係わる法的規制として、ディーゼル

トラックの排気ガス規制があります。オゾン層破壊による地球温暖化防止のため、NOX・PM
法が施行され、特定地域において国の定める規制値をクリアーしていないトラック・バス等

は使用期限が定められ、この期限以降は使用が認められないため、最新規制適合車への代替

促進を図らなければなりません。この規制値は年々厳しくなり、トラックメーカーもエンジ

ン開発費用を車両代に転嫁するため、車両購入費用が上昇し、輸送原価のコスト高を招いて

おります。当社グループにおける最新規制適合車への代替は、通常の車両代替時期にあわせ、

対応しておりますが、規制がさらに厳しくなると、一層の車両価格高騰を招くことが予想さ

れます。車両購入費用の増加分をトラック運賃に転嫁できない場合、当社グループの業績と

財政状況に影響を及ぼす可能性があります。 
 
⑤情報システム関連 

当社グループで主に利用するサーバ及びホストコンピュータの災害対策やセキュリティ対

策、ノンストップサービスなどは、適切な設備と機能を有するアウトソーシングセンターで

運営されております。然しながら、予想外の災害、あるいはコンピュータウイルスの感染や

外部からの不正な侵入などによるデータの喪失・改ざん・漏洩が生じた場合は、その影響度

により、システムやサービスの一部を停止することがあります。それにより顧客から信頼性

を問われる事態となった場合、当社グループの業績と財政状況に影響を及ぼす可能性があり

ます。 
 
⑥法的規制 

当社グループは、定款の目的に定める事業を遂行するうえでさまざまな法的規制を受けて

おります。当社グループは、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス経営を重

要政策の一つとして取組んでおりますが、法的規制により営業活動等の一部に制限が加えら

れた場合、または、法令違反が発生した場合、処罰等により、当社グループの業績と財政状

況に影響を及ぼす可能性があります。 
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2．企業集団の状況 

 

当社グループは丸全昭和運輸株式会社（以下当社）と子会社３６社及び関連会社８社で構成され、

港湾運送事業、貨物自動車運送事業及び構内作業を主な事業とし、更なる営業の強化と深耕、企

業体質の改善をはかり、物流市場において｢得意先の最良のロジスティクス・パートナー」となる

ことを目指しております。 

また、当社と子会社及び関連会社は、夫々地域的な補完と設備の効率的運用により相互に連繋し、

業務を展開しております。 

当社グループの事業区分の方法は事業内容及び相互関連性に基づき区分しております。 

 当社または子会社、関連会社の事業における位置づけ等 

物流事業 事業内容は、主に貨物自動車運送事業、港湾運送事業、倉庫業、通関業等であります。 

当社、丸十運輸倉庫(株)、丸全水戸運輸(株)、丸全北海道運輸(株)、丸全川崎運輸(株)、

佐野陸運(株)、丸全九州運輸(株)、丸相運輸(株)、丸全京葉物流(株)、丸全京浜物流(株)、

丸全川崎物流(株)、丸全鹿島物流(株)、丸全中部物流(株)、丸全関西物流(株)、昭和物流

(株)、昭和アルミサービス(株)とその子会社ＳＡＳロジスティクス(株)、（株）スマイル

ライン、丸全港運（株）、今年度新たに加わった武州運輸倉庫（株）とその子会社スリー

エル（株）の国内子会社 20 社と、マルゼン・オブ・アメリカインコ－ポレイテッド、丸

全台昭股ｲ分有限公司、丸全昭和新加披有限公司、丸全昭和（香港）有限公司とその子会社、

丸全昭和（廣州）国際貨運代理有限公司の海外子会社 5社が行なっております。当社と各

子会社は、輸送・保管業務の効率的運営と地域的な補完を目的として相互に提携して一貫

輸送を行なっております。 

さらに、関連会社である国際埠頭(株)、徐州丸全外運有限公司、日本メルザリオ(株)、イ

ーストジャパンエージェンシー(株)、（株）アイ・エス・ジャパン、エスネットフレイト

ジャパン（株）の各社も物流事業を営んでおり、当社と連携して一貫輸送を行なっており

ます。 

構内作業及び

機械荷役事業 

事業内容は、工場構内での原料、製品、重量物、精密機械等の移送、組立、充填、倉庫へ

の保管、入出荷作業とこれらに附帯する作業並びに機械の賃貸であります。 

当社、丸十運輸倉庫(株)、丸全茨城流通(株)、丸全流通サ－ビス(株)、丸全関西流通(株)、

丸全千葉流通(株)、丸全中部流通(株)、丸全北関東流通(株)、マルゼン・コ－プ(株)、マ

ルゼンロジスティックス(株)、昭和テクノサ－ビス(株)、丸全京葉物流(株)、昭和アルミ

サービス(株)とその子会社昭和エルダー(株)が行なっており、丸全茨城流通(株)、丸全流

通サ－ビス(株)、丸全千葉流通(株)、丸全中部流通(株)、丸全北関東流通(株)、マルゼン・

コ－プ(株)の各社は、主に当社の協力企業として事業を行なっております。 

その他事業 事業内容は、主に建設業・不動産業、保険代理業、自動車整備業、警備業等であります。

当社は、建設業を行なっております。 

（子会社） 

丸昭自動車工業(株)は、自動車整備業を営み、当社、丸全川崎運輸(株)、丸相運輸(株)、

丸全京浜物流(株)及び丸全川崎物流(株)の車両整備を行なっております。昭和アルミサー

ビス(株)と昭和エルダー(株)は、警備業を行なっております。 

（関連会社） 

丸全商事(株)は、主に当社を取引先として、事務機器のリ－ス業、荷役用パレットのレン

タル業及び保険代理業を営んでおります。 

上海丸全建設工程技術服務有限公司は、当社と提携し、中国国内において建設業・機械据

付等の業務を行なっております。 
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その他事業 

 

(国内子会社) 
丸昭自動車工業(株) 

昭和ｱﾙﾐｻｰﾋﾞｽ(株)*1 

昭和ｴﾙﾀﾞｰ(株)*1 

 

（国内関連会社） 
丸全商事(株)*2 

 

（海外関連会社） 
上海丸全建設工程技術 

服務有限公司 

 

構内作業及び 

機械荷役事業 

 

（国内子会社） 
丸十運輸倉庫(株)*1 

昭和ｱﾙﾐｻｰﾋﾞｽ(株)*1 

昭和ｴﾙﾀﾞｰ(株)*1 

丸全京葉物流(株)*1 

丸全流通サービス(株)*1 

丸全茨城流通(株)*1 

丸全関西流通(株) 

丸全千葉流通(株) 

丸全中部流通(株) 

丸全北関東流通(株) 

ﾏﾙｾﾞﾝ・ｺｰﾌﾟ(株) 

ﾏﾙｾﾞﾝﾛｼﾞｽﾃｨｯｸｽ(株) 

昭和ﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽ(株) 

 

 

物流事業 

 

（国内子会社） 
丸十運輸倉庫(株)*1 

丸全水戸運輸(株)*1 

丸全北海道運輸(株)*1 

丸全京浜物流(株)*1 

丸全川崎物流(株)*1 

丸全鹿島物流(株)*1 

丸全中部物流(株)*1 

丸全関西物流(株)*1 

昭和物流(株)*1 

昭和ｱﾙﾐｻｰﾋﾞｽ(株)*1 

SAS ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸｽ(株)*1 

丸全京葉物流(株)*1 

(株)ｽﾏｲﾙﾗｲﾝ*1 

丸全九州運輸(株)*1 

丸全港運(株)*1 

武州運輸倉庫(株)*1 

スリーエル(株)*1 

丸全川崎運輸(株) 

佐野陸運(株) 

丸相運輸(株) 

(海外子会社) 
ﾏﾙｾﾞﾝ・ｵﾌﾞ・ｱﾒﾘｶ 

ｲﾝｺｰﾎﾟﾚｲﾃｯﾄﾞ*1 

丸全昭和(香港)有限公司 

丸全台昭股ｲ分有限公司 

丸全昭和新加披有限公司 

丸全昭和（廣州） 

国際貨運代理有限公司 

（関連会社） 
国際埠頭(株)*2 
徐州丸全外運有限公司 

日本メルザリオ(株) 

ｲｰｽﾄｼﾞｬﾊﾟﾝｴｰｼﾞｪﾝｼｰ(株) 

（株）ｱｲ･ｴｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 
エスネットフレイト 

ジャパン（株） 

 

 

 

 

 

 

得意先 

（注）＊１は連結子会社であり、＊２は持分法適用会社であります。 
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3．経営方針 

（１） 会社の経営の基本方針 
当社は、「物流の分野に於て、お客様第一主義をモットーに、高品質なサービスの提供をし

ます」を経営理念の第一に掲げております。この経営理念の下、当社は、得意先のニーズに基

づき“物や情報の流れ”を一体としたシステムとしてとらえ、物流最適化をはかる提案営業を

推進しております。また、お客様にとって最良のロジスティクス・パートナーとなるべく、絶

えまなく質の向上と業容の拡大につとめ、企業価値の最大化をはかってまいります。そして、

常に株主・お客様をはじめ各関係者の皆様のご期待に応え、かつ広く社会に貢献できる企業を

めざすことを基本方針としております。 

 
（２） 中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

当社グループは、平成 15 年度から実施した「第二次中期経営計画」の終了に伴い、引き続

き平成 18 年度を初年度とする３か年にわたる「第三次中期経営計画」を策定し平成 18 年４月

から実施しております。本計画は、「第一次・第二次中期経営計画」で取り組んだ「企業体質

の強化」と｢攻めの経営｣をベースに当社グループが更なる飛躍を遂げるため、今一度、創業精

神である社是「熱と努力」の思いをグループ全社員で再確認し、「MLP－１０００計画」と銘打

ち、本計画の必達にむけ一丸となって取り組んでおります。そのための重要施策として、①利

益の源泉である「売上の拡大」 ②ロジスティクス・パートナーとしての対応できる「人財
．．

の

育成」 ③会社を飛躍させるための「企業基盤の強化」 ④企業としての社会的責任を果たす

「ＣＳＲの推進」 の４点を揚げ、グループの総力をあげて本計画の達成を目指しております。 

    なお、本計画の収益目標と初年度の実績は、次のとおりです。 
 

（連結ベース）  平成１８年度（実績） 平成１９年度  平成２０年度（単位：億円） 

  売    上     ９３０（９１１）   ９７０    １,０００ 

    経常利益      ３９（ ３８）    ４２       ４５ 

（注）上記の数値は本計画の目標数値ですので業績予想の数値とは異なります。 
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連 結 貸 借 対 照 表 

 (単位：百万円) 

科   目 平成 18 年 3 月 31 日現在 平成 19 年 3 月 31 日現在 比較増減 

 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

（資産の部） ％  ％  

Ⅰ 流動資産 32,136 31.1 38,280 35.5 6,143

   現金及び預金 11,249  9,695  △ 1,553

   受取手形及び営業未収金 17,523 20,114  2,591

     有価証券 － 4,103  4,103

   たな卸資産 126 164  38

   前払費用 478 468  △ 9

   繰延税金資産 508 695  187

   その他 2,270 3,072  801

   貸倒引当金 △ 19 △ 35  △ 15

Ⅱ 固定資産 71,253 68.9 69,488 64.5 △ 1,764

１．有形固定資産 41,689 40.3 41,886 38.9 197

   建物及び構築物 21,915 21,468  △ 447

   機械装置 1,620 1,543  △ 76

   車両 1,847 1,619  △ 227

   工具器具備品 111 102  △ 9

   土地 16,171 16,265  94

   建設仮勘定 24 887  863

２．無形固定資産 2,617 2.5 2,118 2.0 △ 498

     のれん － 208  208

   営業権 118 －  △ 118

   連結調整勘定 298 －  △ 298

     その他 2,200 1,909  △ 291

３．投資その他の資産 26,946 26.1 25,483 23.6 △ 1,462

   投資有価証券 22,198 20,214  △ 1,983

   長期貸付金 232 254  21

   長期前払費用 308 269  △ 39

   繰延税金資産 9 51  41

   その他 4,305 4,862  557

   貸倒引当金 △  108 △169  △ 60

資産の部合計 103,390 100.0 107,769 100.0 4,378
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連 結 貸 借 対 照 表 

(単位：百万円) 
科   目 平成 18 年 3 月 31 日現在 平成 19 年 3 月 31 日現在 比較増減 

 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

（負債の部）  ％  ％  

Ⅰ流動負債 24,402 23.6 28,665 26.6 4,263

  支払手形及び営業未払金 9,309 10,742  1,432

  短期借入金 10,225 10,901  676

  未払金 1,500 1,468  △ 31

  未払法人税等 565 1,860  1,295

  未払消費税等 118 407  288

  未払費用 1,219 1,443  224

  賞与引当金 1,009 1,243  233

  役員賞与引当金 － 76  76

  その他 453 521  67

Ⅱ固定負債 25,956 25.1 24,204 22.5 △ 1,752

  社債 5,000 5,000  －

  長期借入金 11,553 10,757  △ 795

  繰延税金負債 4,719 4,505  △ 213

  役員退職慰労引当金 177 210  32

  退職給付引当金 3,908 3,256  △ 652

  その他 596 473  △ 123

  負債の部合計 50,358 48.7 52,870 49.1 2,511

    （少数株主持分）   

少数株主持分 39 0.0 － － －

（資本の部）   

Ⅰ資本金 9,117 －  －

Ⅱ資本剰余金 7,844 －  －

Ⅲ利益剰余金 30,086 －  －

Ⅳその他有価証券評価差額金 8,243 －  －

Ⅴ為替換算調整勘定 △  127 －  －

Ⅵ自己株式 △ 2,172 －  －

資本の部合計 52,991 51.3 － － －

負債・少数株主持分及び資本の部 

合計 

103,390 100.0 － － －

（純資産の部）   

Ⅰ株主資本 － 47,367 44.0 －

  資本金 － 9,117  －

  資本剰余金 － 7,844  －

  利益剰余金 － 32,591  －

  自己株式 － △ 2,185  －

Ⅱ評価・換算差額等 － 7,372 6.8 －

  その他有価証券評価差額金 － 7,495  －

  為替換算調整勘定 － △ 123  －

Ⅲ少数株主持分 － 158 0.1 －

   

  純資産の部合計 － 54,899 50.9 －

負債及び純資産の部 

合計 

－ 107,769 100.0 －
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連 結 損 益 計 算 書 

（単位：百万円） 
 

科   目 

自 平成 17 年 4月 1 日 

至 平成 18 年 3月 31 日 

自 平成 18 年 4月 1 日 

至 平成 19 年 3月 31 日 比較増減 

 金額 百分比 金額 百分比 金額 

 ％  ％   

Ⅰ営業収益 87,641 100.0 91,147 100.0 3,506

Ⅱ営業原価 81,091 83,708  2,617

営業総利益 6,549 7.5 7,438 8.2 889

Ⅲ販売費及び一般管理費 3,379 3,702  323

営業利益 3,170 3.6 3,735 4.1 565

Ⅳ営業外収益 771 527  △ 244

  受取利息 106 97  △ 8

  受取配当金 239 256  17

  持分法による投資利益 242 13  △ 229

  雑収入 183 159  △ 23

Ⅴ営業外費用 359 363  3

  支払利息 280 324  43

  雑支出 79 39  △40

経常利益 3,581 4.1 3,899 4.3 318

Ⅵ特別利益 466 2,047  1,580

  固定資産売却益 88 100  12

    投資有価証券売却益 254 1,894  1,640

  貸倒引当金戻入益 8 4  △ 4

    その他 115 48  △ 67

Ⅶ特別損失 311 634  322

  固定資産売却廃棄損 200 205  5

  投資有価証券評価損 10 84  73

  貸倒引当金繰入額 3 50  47

  事故賠償金               61 －  △ 61

  ｺﾞﾙﾌ会員権評価損          13 －  △ 13

  ｺﾞﾙﾌ会員権売却損 － 25  25

  減損損失 － 269  269

  その他          23 －  △ 23

   

税金等調整前当期純利益 3,736 4.3 5,313 5.8 1,576

法人税、住民税及び事業税 1,086 2,315  1,228

法人税等調整額 311 168  △ 143

少数株主利益 4 4  0

当期純利益 2,333 2.7         2,825 3.1 491
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連 結 剰 余 金 計 算 書 

(単位：百万円) 

前連結会計年度 

（自 平成 17 年 4 月 1 日 

  至 平成 18 年 3 月 31 日） 

 

科      目 

金      額 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 

 

Ⅱ 資本剰余金増加高 

   自己株式処分差益 

 

Ⅲ 資本剰余金期末残高 

 

（利益剰余金の部） 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 

 

Ⅱ 利益剰余金増加高 

１．当期純利益 

２．連結会社増加による増加高 

Ⅲ 利益剰余金減少高 

１．配当金 

２．役員賞与 

 

 

Ⅳ 利益剰余金期末残高 

7,843 

0 

0 

7,844 

28,463 

2,333 

2,333 

 - 

711 

646 

64 

30,086 
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

  （自平成 18 年 4 月 1日 至平成 19 年 3 月 31 日） 

 (単位：百万円) 

                     株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日 残高 9,117 7,844 30,086 △2,172 44,875

連結会計年度中の変動額    

   連結会社増加による 

   剰余金減少額 

 -1  -1

   連結会社増加による 

   剰余金増加額 

 401  401

   剰余金の配当  -646  -646

   利益処分による役員賞与  -73  -73

     当期純利益  2,825  2,825

   自己株式処分の処分  0  0 0

   自己株式の取得   -13 -13

      

   株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額

（純額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結会計年度中の変動額合計 0 0 2,505 -13 2,492

平成19年3月31日 残高 9,117 7,844 32,591 △2,185 47,367

 
         評価・換算差額等 

 その他有価

証券 

評価差額金

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

 

少数株主

持分 

 

純資産合計 

平成18年3月31日 残高 8,243 △127 8,116 39 53,031

連結会計年度中の変動額   

     連結会社増加による 

   剰余金減少額 

  -1

   連結会社増加による 

   剰余金増加額 

  401

剰余金の配当   -646

   利益処分による役員賞与   -73

     当期純利益   2,825

     自己株式の処分   0

   自己株式の取得   -13

      

   株主資本以外の項目の 

   連結会計年度中の変動額 

  （純額） 

-748 4

 

-743 

 

 

118 

 

-624

連結会計年度中の変動額合計 -748 4 -743 118 1,867

平成19年3月31日 残高 7,495 △123 7,372 158 54,899
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連結キャッシュ・フロー計算書 

          （単位：百万円） 

自 平成 17年４月 １日 

至 平成 18年３月 31 日 

自 平成 18年４月 １日 

至 平成 19年３月 31 日 

期   別

 

 

科   目 金      額 金      額 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 

1. 税金等調整前当期純利益 

2.減価償却費 

3.持分法による投資利益 

4.連結調整勘定償却額 

  5.固定資産廃却売却損 

 6.退職給付引当金の減少額 

 7.売上債権の増加額 

 8.仕入債務の増加額 

 9.たな卸資産の減少額（増加額） 

10.有形固定資産売却益 

11.役員賞与の支給額 

12.受取利息及び受取配当金 

13.支払利息 

14.その他 

      

           3,736 

                3,377 

             △   242 

                   43 

                  200 

             △  858 

             △   35 

                  476 

             △     9 

             △   342 

             △   64 

             △  345 

                  280 

           △   205 

5,313

3,396

△ 13

31

205

△ 730

△ 1,762

1,146

△ 36

△ 100

△ 73

△ 353

324

△ 889

小      計 6,011 6,456

15.利息及び配当金の額 

16.利息の支払額 

17.法人税等の支払額 

418 

△   277 

△ 1,148 

372

△ 336

△ 1,088

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,005 5,403

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 

   1.有形固定資産の取得による支出 

   2.有形固定資産の売却による収入 

   3.無形固定資産の取得による支出 

4.投資有価証券の取得による支出 

   5.投資有価証券の売却による収入 

  6.子会社株式取得による支出 

   7.新規連結子会社取得による収入 

8.その他 

 

 △  4,360 

117 

△  433 

△   765 

451 

△   167 

－ 

77 

△ 2,929

214

△ 184

△ 632

2,622

－

7

1,123

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,081 221

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロ－ 

1. 短期借入れによる収入 

2. 短期借入金の返済による支出 

   3.長期借入れによる収入 

4.長期借入金の返済による支出 

5.社債発行による収入 

6.自己株式の売却による収入 

7.自己株式の購入による支出 

8.配当金の支払額 

 

10,723 

△ 10,149 

1,870 

△  1,468 

5,000 

0 

△    14 

△   646 

8,395

△ 9,141

871

△ 882

－

0

△ 13

△ 646

財務活動によるキャッシュ・フロ－ 5,314 △ 1,417

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 

Ⅴ．現金及び現金同等物等の増加額(減少額) 

Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高 

Ⅶ. 新連結子会社の現金及び現金同等物期首残高 

28 

5,266 

5,982 

－ 

1

4,209

11,249

430

Ⅷ．現金及び現金同等物期末残高 11,249 15,889

 16



 

丸全昭和運輸株式会社（9068）平成 19 年 3 月期決算短信 

 17

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社  ２１社 

丸十運輸倉庫(株)、丸全水戸運輸(株)、丸全北海道運輸(株)、マルゼン･オブ･アメリカ

インコーポレイテッド、丸全京浜物流(株)、丸全中部物流(株)、丸全関西物流(株)、丸

全川崎物流(株)、丸全鹿島物流(株)、丸全京葉物流（株）、昭和物流（株）、昭和アルミ

サービス(株)、昭和エルダー(株)、ＳＡＳロジスティックス(株)、(株)スマイルライン、

丸全港運（株）、丸全流通サービス（株）、丸全茨城流通（株）、丸全九州運輸（株）、武

州運輸倉庫（株）、スリーエル（株） 

 

（２）非連結子会社     １５社 

非連結子会社１５社はいずれも小規模であり、総資産、営業収益、当期純損益及び利益

剰余金の合計額は、連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないと認められるので、連結の

範囲に含めておりません。 
 

２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法を適用した関連会社     ２社 

国際埠頭(株)、丸全商事(株) 

（２）持分法を適用しない非連結子会社または関連会社  ２１社 

非連結子会社１５社及び関連会社６社はそれぞれ当期純損益及び利益剰余金に及ぼす影 

響が軽微であり、かつ全体としてもその影響の重要性がないため、持分法の適用範囲か 

ら除外しております。 

（３）持分法適用会社の決算日等に関する事項 

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度

に係る財務諸表を使用しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうちマルゼン・オブ・アメリカインコーポレイテッド、武州運輸倉庫（株）、

スリーエル（株）の決算日は、12 月末日であります。連結財務諸表の作成にあたっては

同決算日の財務諸表を使用しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）有価証券 

その他の有価証券 

時価のあるもの・・決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの・・移動平均法による原価法 

（２）たな卸資産 

主として、最終仕入原価法によっております。 

（３）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備は除く）は定額法を採用しております。 

②無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づ

き償却しております。 
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（４）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金･･････債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金･･････従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

③役員賞与引当金･･役員に対する賞与の支出に備えるため、当事業年度に負担する支給見 

        込額を計上しております。 

④退職給付引当金･･従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、数理計

算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一

定年数(１０年)による定額法により按分した額を、それぞれの発生し

た翌連結会計年度から費用処理することとしております。 
⑤役員退職慰労金･･親会社においては、役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。 
（５）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めており

ます。 

（６）リ－ス取引の処理方法 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（７）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

５．連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ･フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなってお

ります。 

 

 

（会計方針の変更） 
（１） 役員賞与に関する会計基準 

    当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第 4 号 平成 17 年 11 月 29
日）を適用しております。 

    これにより、営業利益、経常利益、税引前当期純利益は 76 百万円減少しております。 
（２） 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

    当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5
号 平成 17 年 12 月 9 日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第 8 号 平成 17 年 12 月 9 日）を適用しております。なお、

従来の資本の部の合計に相当する金額は 54,740 百万円であります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係）                        

前連結会計年度 

（平成 18 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度 

（平成 19 年 3 月 31 日） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

42,022 百万円

２．受取手形裏書譲渡高 

   71 百万円

３．担保に供している資産 

建物                           629 百万円

車輌                             6 百万円

機械装置                        15 百万円

土地                           945 百万円

合計                         1,598 百万円

上記に対応する債務 

財団抵当借入金    3,631 百万円

 

４．保証債務 

下記の会社の銀行借入金等に対して保証債務を 

行なっております。 

（百万円）

保証先 金  額 

丸全商事（株） 1,414

（株）ワールド流通センター 1,265

青海流通センター（株） 196

計 2,877

 

 

５．自己株式                    7,604,511 株 

 

６．当座貸越契約及び貸出コミットメント契約 

 

当座貸越極度額 200 百万円

貸出コミットメント契約額 4,000 百万円

借入実行残高                   －百万円

差引額       4,200 百万円

 

7. 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

45,214 百万円

２．受取手形裏書譲渡高 

114 百万円

３．担保に供している資産 

建物                           584 百万円

機械装置                        16 百万円

土地                           909 百万円

合計                         1,509 百万円

 

上記に対応する債務 

        財団抵当借入金  3,615 百万円

 

４．保証債務 

下記の会社の銀行借入金等に対して保証債務を 

行なっております。 

（百万円）

保証先 金  額 

（株）ワールド流通センター 1,118

青海流通センター（株） 183

計 1,302

 

 

 

５．自己株式                    7,636,772 株 

 

６.当座貸越契約及び貸出コミットメント契約 

 

当座貸越極度額 800 百万円

借入実行残高                   450 百万円

差引額       350 百万円

 

 

７.連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理について 

は、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれております。 

 

受取手形             166 百万円 

支払手形               14 百万円 
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 

（自 平成 17 年 4 月 1日 

     至 平成 18 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 18 年 4 月 1日 

     至 平成 19 年 3 月 31 日） 

1.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び 

金額は次のとおりであります。 

給料及び諸手当             1,234 百万円

賞与引当金繰入額             101 百万円

役員退職慰労引当金繰入額      86 百万円

貸倒引当金繰入額              14 百万円

減価償却費                    80 百万円

 

2． 

 

 

 

3. 

1.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び 

金額は次のとおりであります。 

給料及び諸手当             1,383 百万円

賞与引当金繰入額             110 百万円

役員賞与引当金繰入額     76 百万円

役員退職慰労引当金繰入額      32 百万円

貸倒引当金繰入額              45 百万円

減価償却費                    81 百万円

2.投資有価証券売却益の内容は次の通りであり 

ます。 

  ダンザス丸全株式会社    1,739 百万円

    その他               154 百万円

3.減損損失 

  当連結会計年度において、事業の用に供して 

  いない遊休資産のうち、時価が著しく下落した

  資産グループの帳簿価格を回収可能価格まで 

  減額し、当該減少額を減損損失（269 百万円）

  として特別損失に計上しました。その内容は 

  次の通りであります。 

  ひたちなか市（土地）      260 百万円

苫小牧市（土地）         8 百万円

 

 

 

 

 

(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年 3 月 31 日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

前連結会計年度末 

株式数 

（千株）

当連結会計年度 

増加株式数 

(千株)

当連結会計年度 

減少株式数 

(千株）

当連結会計年度末 

株式数 

(千株)

発行済株式         

普通株式 98,221 － － 98,221

合計 98,221 － － 98,221

自己株式        

 普通株式(注） 7,604 32 0 7,636

合計 7,604 32 0  7,636

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加及び減少は、単元未満株式の買取り及び売却をした際に生じたもの

であります。 
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２．配当に関する事項 

(1)当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決    議 株式の種類
配当金の総額

（千円) 

1 株当たり

配当額(円)
基 準 日 効力発生日 

平成 18 年 6 月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 323,384 3.5 平成18年3月31日 平成18年6月30日

 平成 18年 11月 13日 

  取締役会 
普通株式 323,340 3.5 平成18年9月30日 平成18年12月15日

 

(2)当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

決   議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

  （千円）

1株当たり

配当額（円)
基 準 日 効力発生日 

平成19年6月28日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  415,634 4.5 平成19年3月31日  平成19年6月29日

 

 

（連結キャッシュ・フロ－計算書関係） 

前連結会計年度 

(自 平成 17 年 4 月 1 日 

             至 平成 18 年 3 月 31 日) 

当連結会計年度 

(自 平成 18 年 4 月 1 日 

            至 平成 19 年 3 月 31 日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸 

借対照表に掲記されている科目の金額と 

の関係 

（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

    現金及び預金勘定     11,249 百万円 

  有価証券勘定         － 

  償還期間が 3ヶ月 

  を超える証券等        － 

 現金及び現金同等物     11,249 百万円 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸 

借対照表に掲記されている科目の金額と 

の関係 

（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

    現金及び預金勘定      9,695 百万円 

 

  取得日から 3ヶ月 

以内に償還期間の 

到来する短期投資 

（有価証券）        4,093 

   

流動資産のその他 

に含まれる運用期 

間が 3ヶ月以内の 

信託受益権         2,099 

 現金及び現金同等物     15,889 百万円 
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（リース取引関係） 

前連結会計年度 

（自 平成 17 年 4 月 1日 

     至 平成 18 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 18 年 4 月 1日 

     至 平成 19 年 3 月 31 日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら 

れるもの以外のファイナンス･リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却 

累計額相当額及び期末残高相当額 

（百万円）

 取得価額

相 当 額 

減価償却

累 計 額

期末残高

相 当 額

機械及び

装置 

 

64 55 9

車輌  

419 217 201

工具器具

備品 

 

76 71 4

合計 

 

 

559 345 214

 

（２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内                       95 百万円 

１年超                      123 百万円 

合計                        219 百万円 

 

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支 

払い利息相当額 

支払リース料                     105 百万円

減価償却費相当額                  91 百万円

支払利息相当額                    10 百万円

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら 

れるもの以外のファイナンス･リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却 

累計額相当額及び期末残高相当額 

（百万円）

取得価額

相 当 額 

減価償却

累 計 額

期末残高

相 当 額

機械及び

装置 

 

111 88 23

車輌  

954 255 698

工具器具

備品 

 

34 12 22

合計 

 

 

1,101 356 744

 

（２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内                      194 百万円 

１年超                      554 百万円 

合計                        749 百万円 

 

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支 

払い利息相当額 

支払リース料                    204 百万円 

減価償却費相当額                182 百万円 

支払利息相当額                   20 百万円 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 

（５）利息相当額の算定方法 

 利息相当額の算定方法はリース料総額とリース

物件の取得価格相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、利息法によっ

ております。 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 

定額法によっております。 

 

（５）利息相当額の算定方法 

利息相当額の算定方法はリース料総額とリース 

物件の取得価格相当額との差額を利息相当額と 

し、各期への配分方法については、利息法によっ 

ております。 
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 (税効果会計関係) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳            

                                                 

繰延税金資産                                   前連結会計年度 当連結会計年度

（流動）    (百万円)    (百万円) 

賞与引当金繰入限度超過額                       415 514

その他                                         92 181

（固定） 

退職給付引当金                                 1,568 1,310

役員退職慰労引当金                             72 85

ゴルフ会員権評価損                             38 －

子会社整理損否認額 28 －

子会社評価損否認額                             18 －

貸倒引当金繰入限度超過額 

土地減損 

13 14

105

その他                                         71 17

繰延税金資産計 2,319 2,230

繰延税金負債 

（固定） 

固定資産買換圧縮積立金                         △  960 △ 927

その他有価証券評価差額金 △5,559 △5,061

繰延税金負債計 △6,520 △5,989

繰延税金負債の純額 △4,201   △3,759

  

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項 

    目別内訳 

 前連結会計年度 当連結会計年度

法定実効税率 40.6％ 40.6％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目          5.6    4.0 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目       △  7.0    △ 3.4 

住民税等均等割 1.3    1.1 

ＩＴ投資減税による減額控除額 

その他                                        

△  2.9  

△  0.2  

  △ 0.2 

4.6  

税効果適用後の法人税等の負担率                37.4％ 46.7％
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（退職給付会計関係） 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

      当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度、中小企 

    業退職金共済制度及び退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際 

    して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退 

    職金を支払う場合があります。 

 

２．退職給付に関する事項                                          

                                           前連結会計年度       当連結会計年度 

                                                 (百万円)      (百万円)                   

      イ．退職給付債務                       △  6,645             △6,838 

      ロ．年金資産                               2,034                2,837 

      ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）       △  4,610              △4,001 

      ニ．未認識数理計算上の差異                   702                  744 

      ホ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ） △  3,908              △3,256 

      ヘ．前払年金費用                             －                   －  

      ト．退職給付引当金（ホ－へ）         △  3,908              △3,256 

 

３．退職給付費用に関する事項 

                                                                             

     イ．勤務費用                                  308                  310 

     ロ．利息費用                                  140                  124 

     ハ．期待運用収益                           △  13                 △38 

     ニ．数理計算上の差異の費用処理額              208                  166 

     ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ）            644                  562 

  （注）．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に 

           計上しております。  

４.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

      イ．退職給付見込み額の期間配分方法         期間定額基準 

      ロ．割引率                                 2.0％ 

      ハ．期待運用収益率                         2.0％ 

      ニ．数理計算上の差異の処理年数             10 年（発生時の従業員の平均残存勤 

                                                 務年数による定額法により、翌連結 

                                                 会計年度から費用処理することと 

                                                 しております。） 
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セ グ メ ン ト 情 報 

１．事業の種類別セグメント情報 

 

前連結会計年度                                   (単位:百万円) 

平成 17 年 4 月 １日から 

平成 18 年 3 月 31 日まで 

 

 

 

物流事業 

構内作業及び

機械荷役事業

 

その他事業

 

計 

消去又は 

全   社 

 

連  結 

 

 

69,338 15,308 2,994

 

 

87,641 

 

 

― 87,641

Ⅰ.売上高及び営業損益 

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の 

     内部売上高又は振替高 

 

― ― 421

 

421 

 

(421) 0

計 69,338 15,308 3,415 88,062 (421) 87,641

営  業  費  用 67,688 14,345 2,857 84,892 (421) 84,471

営  業  利  益 1,650 962 557 3,170 (―) 3,170

Ⅱ．資産、減価償却費

       及び資本的支出

 資          産 

 

 

55,361 7,075 3,123

 

 

65,560 

 

 

37,829 103,390

減 価 償 却 費 2,900 200 276 3,377  － 3,377

資 本 的 支 出 4,564 185 67 4,817  － 4,817

 
当連結会計年度                            （単位：百万円） 

平成 18 年 4月 １日から 

平成 19 年 3 月 31 日まで 

 

 

 

物流事業 

構内作業及び

機械荷役事業

 

その他事業

 

計 

消去又は 

全   社 

 

連  結 

 

 

71,888 15,852 3,406

 

 

91,147 

 

 

－ 91,147

Ⅰ.売上高及び営業損益 

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の 

     内部売上高又は振替高 

 

－ － 439

 

439 

 

(439) －

計 71,888 15,852 3,846 91,587 (439) 91,147

営  業  費  用 69,845 14,750 3,254 87,851 (439) 87,411

営  業  利  益 2,043 1,101 591 3,735 (－) 3,735

Ⅱ．資産、減価償却費

      及び資本的支出

 資          産 

 

 

57,317 7,513 2,812

 

 

67,644 

 

 

40,124 107,769

減 価 償 却 費 2,950 186 235 3,371 － 3,371

資 本 的 支 出 2,638 199 57 2,894 － 2,894
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（注)イ．事業区分の方法 

       事業区分の方法は輸送手段、作業内容等に基づき区分しております。 

ロ．各事業区分の主な事業の内容 
事業区分 主要な事業内容 
物流事業 貨物自動車運送事業、貨物自動車利用運送事業、一般港湾運送事業、船

内荷役事業、艀運送事業、沿岸荷役事業、倉庫業、鉄道利用運送事業、

通関業、梱包業、海上運送事業、内航海運業、内航海運利用運送事業、

航空利用運送業、航空運送代理店業 

構内作業及び

機械荷役事業 
工場構内での原料、製品、重量物、精密機械等の移送、組立、充填、構

内倉庫への保管、入出荷作業とこれらに附帯する諸作業並びに機械の賃

貸 
その他事業 建設業、警備業、産業廃棄物処理業、不動産業、保険代理業､ 

自動車整備業 
ハ．資産のうち消去又は会社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での現金及び預金、

有価証券、投資有価証券であります。 
   ニ．資本的支出には長期前払費用を含めて表示しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 
全セグメントの売上高の合計額に占める本邦の割合が、９０％を超えているため、その記載を省略

しております。 
３．海外売上高 

海外売上高は、売上高の１０％未満のため、その記載を省略しております。 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

丸全昭和運輸株式会社（9068）平成 19 年 3 月期決算短信 

 27

 
 
（有価証券関係） 
有価証券 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度（平成18年3月31日） 当連結会計年度（平成19年3月31日）

 種類 
取得原価

（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額 
（百万円）

(1)株式 4,098 17,789 13,691 4,361 16,765 12,404

(2)債券 - - - - - -

(3)その他 36 59 22 25 42 17

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

小計 4,134 17,848 13,713 4,387 16,808 12,421

(1)株式 423 382 △41 587 578 △9

(2)債券 - - - - - -

(3)その他 - - - - - -

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

小計 423 382 △41 587 578 △9

合計 4,558 18,230 13,672 4,974 17,386 12,412

（注）当連結会計期間において 84 百万円の減損処理を行なっております。なお、その他有価証券で

時価のあるものについては、時価が取得原価に比べて 50%程度以上下落した場合には、全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行なっております。 
 
２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度 
（自平成17年4月１日 至平成18年3月31日） 

当連結会計年度 
（自平成18年4月１日 至平成19年3月31日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計  
（百万円） 

売却損の合計  
（百万円） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計  
（百万円） 

売却損の合計  
（百万円） 

451 254 ― 2,622 1,894 －

 
３．時価のない主な有価証券の内容 

前連結会計年度（平成18年3月31日） 当連結会計年度（平成19年3月31日）
 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

店頭売買株式を除く非上場株式 
 
コマーシャルペーパー 
 
その他 

3,947 
 

－ 
 

20 

2,809 
 

4,103 
 

19 

 
（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成 17 年 4 月 1日 至 平成 18 年 3 月 31 日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3 月 31 日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 
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 (関連当事者との取引) 

当連結会計年度(自平成 18 年 4 月 1日 至平成 19 年 3 月 31 日) 

（1）役員及び個人主要株主等 
      

   関係内容  

 

属 

性 

 

 

会社等の 

名  称 

 

住 所 

 

資本金

又 は 

出資金
百万円 

 

事業の内容 

又は職業 

 

議決権等の所有

（被所有）割合 役員の

兼任等

事業上の 

関  係 

 

取引の内容 

 

取 引

金 額
百万円

 

科  目 

 

期末 

残高 
百万円

 

役

員 

 

岡部眞純 

 

 ― 

 

 ― 

 

監査役及び 

顧問弁護士 

 

 

  ― 

  

 ― 

 

  ― 

 

業務顧問料 

 

  4 

 

 ― 

 

 ― 

 

 

 

（１株当たり情報） 

   

前連結会計年度 

(自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度 

(自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 19 年 3 月 31 日) 

１株当たり純資産額      584 円 79 銭 

１株当たり当期純利益金額    24 円 99 銭 

 

潜在株式調整後 1株当たり 

当期純利益金額          24 円 57 銭 

1 株当たり純資産額      604 円 30 銭 

1 株当たり当期純利益金額    31 円 18 銭 

 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額                28 円 16 銭 

（注）1株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、 

  以下のとおりであります。 

 前連結会計年度 

(自 平成 17 年 4 月 1 日 

   至 平成 18 年 3 月 31 日) 

当連結会計年度 

(自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成19年3月31日)

当期純利益（百万円）        2,333       2,825 

普通株主に帰属しない金額（百万円）         68               ― 

(うち、利益処分による役員賞与金)         (68)              (―) 

普通株式に係る当期純利益（百万円）        2,265            2,825 

期中平均株式数（千株）        90,632           90,603 

   

潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額   

 当期純利益調整額（百万円）          0          0 

(うち支払利息（税額相当額控除後）)                (―)       （―）

(うち事務手数料（税額相当額控除後）)                 (0)               (0) 

普通株式増加数（千株）        2,702            9,765 

(うち新株予約権付社債)       (2,702)           (9,765) 

 

(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 


